
赤穂市人事行政の運営等の状況  
◆公表の趣旨 

  この紙面は、市の人事行政の公正性、透明性を確保するため、職員数、給与その他の勤務条件等

に関する状況を市民のみなさんに公表するものです。 

 

 

１  職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）採用・退職者数 

 
Ｈ２５．４． 1現在 

Ｈ２５．４．２～Ｈ２６．４．１ 
Ｈ２６．４．１現在 

採用者  退職者  

職員数  ９１８  ６９  ５９  ９２８  

 

 

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由                （各年４月１日現在） 

区 分 

 

部 門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 

 

主 な 増 減 理 由 平成 25年 平成 26年 

一 

 

般 

 

行 

 

政 

 

部 

 

門 

議 会 3 3   

総 務 企 画 58 60 ２ 震災復興派遣による増員等 

税 務 16 15 △ １ 正規職員を臨時職員に切替 

民 生 76 70   △ ６ 養護老人ホームの廃止による減員等 

衛 生 44 45  １ 欠員補充 

労 働 0 0   

農 林 水 産 12 11 △ １ 退職不補充による減員 

商 工 6 5 △ １ 係長職兼務による減員 

土 木 42 42   

小 計 257 251 △ ６  

特 政 

別 部 

行 門 

教 育     110 113 ３ 事務量増大による増員等 

消 防 100 100   

小 計 210 213 ３  

普 通 会 計 計 467 464 △ ３  

公会 

営計 

企部 

業門 

等 

病 院 400 412    １２ 医師・看護師の増員等 

水 道 25 25   

下 水 道 11 12 １ 欠員補充 

そ の 他 15 15   

小 計 451 464 １３  

合     計 918 928 １０  

（注）職員数は一般職に属する職員数（教育長を除く。）であり、地方公務員の身分を保有する休職

者、派遣職員などを含み、臨時及び非常勤の職員は除いています。 

   平成２４年度より保育所職員（ 39人）は教育委員会所管に変更となっていますが、総務省が実

施する「地方公共団体定員管理調査」の分類と整合性を図るため、民生部門で計上しています。  

 

（３）年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在） 

区分  20歳  

 

未満  

20歳  

～  

23歳  

24歳  

～  

27歳  

28歳  

～  

31歳  

32歳  

～  

35歳  

36歳  

～  

39歳  

40歳  

～  

43歳  

44歳  

～  

47歳  

48歳  

～  

51歳  

52歳  

～  

55歳  

56歳  

～  

59歳  

60歳  

 

以上  

 

計  

職 員

数  
0 53 111 92 71 109 103 96 110 82 90 11 928 

 

（４）職員数の推移  

     平成２５年４月１日から平成２８年４月１日を計画期間とした新たな定員適正化計画を策定し、多様

化する市民サービスに対応できる適正な定員管理に努めることとしています。平成２６年は、特に病院事

業における医師・看護師等の増員により、職員数が増加しました。 



 

 

                            （人）  

    年度  

区分  
Ｈ２１  Ｈ２２  Ｈ２３  Ｈ２４  Ｈ２５  Ｈ２６  

過去５年間の  

増減数（率）  

一般行政部門  ２６７  ２６５  ２６５  ２５４  ２５７  ２５１  １６人（ 6.0％）減  

教育  １１６  １１０  １１３  １０９  １１１  １１４   ２人（ 1.7％）減  

消防  １００  １００  １００  １００  １００  １００  ０人（ 0％）  

普通会計  計  ４８３  ４７５  ４７８  ４６３  ４６８  ４６５  １８人（ 3.7％）減  

公営企業等  

会計  計  
４３１  ４４５  ４４６  ４５０  ４５１  ４６４  ３３人（ 7.7％）増  

総合計  ９１４  ９２０  ９２４  ９１３  ９１９  ９２９  １５人（ 1.6％）増  

（注）職員数には教育長を含みます。 

                   

２  職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

 

区分 

人口（年度末） 

 

歳出額 

Ａ 

実質収支 人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

24年度の 

人件費率 

平  成 

２５年度 

人 

50,115 

千円 

24,764,033 

千円 

245,297 

千円 

3,907,009 

％ 

15.8 

％ 

18.3 

    

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

 

区分 

職員数 

Ａ 

給           与           費 一人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ 
給   料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

    計  Ｂ 

平  成 

２６年度 

人 

472 

千円 

1,770,134 

千円 

302,764 

千円 

628,060 

千円 

2,700,958 

千円 

5,722 

（注）   職員手当には退職手当を含んでいません。 

 

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）  

一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢 

円 

317,176 

円 

371,688 

歳月 

40.3 

円 

278,650 

円 

303,154 

歳月 

48.9 

 

技能労務職（内訳） 

 
平均給料 

月額 

平均給与 

月額 

平均

年齢 

 

清掃職員 

円 

290,004 

円 

330,338 

歳月 

45.2 

給食調理員 241,833 250,562 51.9 

用務員 273,369 286,854 51.6 

運転手 285,830 324,806 49.6 

その他 279,789 289,312 50.8 

 

 

 

 

 



（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）    

年   度 Ｈ２４  Ｈ２５  

団体区分 赤穂市  赤穂市  県内の市平均 全国の市平均 

指   数 106.2（ 98.1） 106.0（ 97.9） 107.6（ 99.4） 106.6（ 98.5） 

                              ※（  ）内は参考値 

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水

準を示す指数です。 

   ２  「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした

場合の値です。 

 

（５）職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在） 

 

区         分 

赤     穂     市 国 

初任給 ２年後の給料 

  

初任給 ２年後の給料 

 

一般行政職 大 学 卒 178,800円 195,500円 総合職 181,200円 

一般職 172,200円 

総合職 198,200円 

一般職 184,200円 

高 校 卒 144,500円 157,200円 140,100円 148,500円 

 

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在） 

区        分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 大 学 卒 282,850円 323,343円 349,317円 

技能労務職 高 校 卒 206,600円 －円 284,500円 

 

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成２６年４月１日現在） 

区分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

計 標準的な職

名 
理事 

部長 

参事 
課長 

主幹 

係長 
主査 

主事 

技師 

事務員 

技術員 

職員数 4人 

 

19人 27人 57人 34人 43人 19人 203人 

構成比 2.0％ 

 

9.4％ 13.3％ 28.0％ 16.7％ 21.2％ 9.4％ 100％ 

 

参 

 

考 

1 年 前 の

構成比  
2.0％ 

 

10.4％ 13.4％ 13.9％ 35.6％ 16.3％ 8.4％ 100％ 

5年 前 の

構成比  
 2.9％

  

9.7％ 

 

12.7％ 18.9％ 

 

40.8％ 

 

7.7％ 

 

7.3％ 

 

100％ 

 

（注）赤穂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。  

 

（８）昇給への勤務成績の反映状況 

 １月１日における昇給の号給数は、６月及び１２月の勤勉手当における勤務評定等を

参考として、以下の定める基準に基づき実施しています。 

昇給区分 
極めて 

良好 

特に 

良好 
良好 

やや良好

でない 

良好 

でない 

昇給の 

号給数 

一般職員 ８号給以上 ６号給 ４号給 ２号給 ０ 

55歳以上※ ２号給以上 １号給 ０ ０ ０ 

 ※医療職給料表（１）の適用を受ける職員は除き、技能労務職は、 55歳以上を 57歳以上 

と読み替えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（９）職員手当の状況 

  ①  平成２５年度の期末手当・勤勉手当の状況  

赤       穂       市 国 

期末手当      勤勉手当 

   ６月期     1.225月分     0.675月分 

 １２月期     1.375月分     0.675月分  

    計         2.60月分      1.35月分 
職制上の段階、職務の級等による加算措置有 

期末手当       勤勉手当 

   ６月期     1.225月分      0.675月分 

 １２月期     1.375月分      0.675月分 

    計         2.60月分       1.35月分 
職制上の段階、職務の級等による加算措置有 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

 期末手当は６月１日及び１２月１日（基準日）にそれぞれ在職する職員の在職期間に

応じて支給され、勤勉手当は基準日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６ヶ月

以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給されます。 

 

  ②  平成２５年度の退職手当の状況          （平成２６年３月３１日現在）  

赤       穂       市 国 

（支給率）     自己都合      早期・定年 

勤続２０年     23.03月分    28.7875月分 

勤続２５年     32.83月分     38.955月分 

勤続３５年     46.55月分      55.86月分 

最高限度額     55.86月分      55.86月分 

その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置 (2～ 20%加算) 

１人当たり平均支給額 

自己都合   7,563 千円 

早期・定年 22,633 千円 

（支給率）     自己都合      早期・定年 

勤続２０年     21.62月分      27.025月分 

勤続２５年     30.82月分      36.57月分 

勤続３５年      43.7月分      52.44月分 

最高限度額     52.44月分      52.44月分 

その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置 (3～ 45%加算) 

 

 

 

（注）１  １人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した全職種の職員に支給された額の  

平均です。 

   ２  国の支給率は、平成２５年１月１日より改正されており、赤穂市は平成２５年４月  

    １日より順次国と同じ率に改正を行っています。 

 

③   平成２５年度の特殊勤務手当の状況 

手当支給職員の割合（普通会計）      ２５．６  ％ 

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ６９，６２８  円 

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）           １４ 

 

代表的な手 

当の名称 

支 給 額 の 多 い 手 当 清掃作業手当、し尿処理作業手当 

夜間特殊業務手当 

多 く の 職 員 に 支 給 

さ れ て い る 手 当 

清掃作業手当、し尿処理作業手当 

夜間特殊業務手当 

（注）１人当たり平均支給年額は、普通会計決算をもとに算出しています。 

 

④  時間外勤務手当の状況  

 

平成２５年度 

支 給 総 額 ９６，６７４千円 

職員１人当たり支給年額 ２４０千円 

 

平成２４年度 

支 給 総 額 １００，９５２千円 

職員１人当たり支給年額 ２５１千円 

 

⑤  管理職手当の状況 

 

平成２５年度 

支 給 総 額      ４５，１８２千円 

職員１人当たり支給年額 ６１９千円 

 

平成２４年度 

支給総額      ４１，６７２千円 

職員１人当たり支給年額 ５４８千円 

 

 

 

 



  ⑥  その他の手当（平成２６年４月１日現在）  

 

区   分 

 

内         容 

 

国 の 制

度 と の

異 同 

支 給 実 績 

 

支給職員１人当たり

平 均 

支 給 年 額 

 

扶 養 手 当 

配偶者    13,000円 

扶養親族 1人につき 6,500円 

 (配偶者無   1人  11,000円 ) 

満 16歳から満 22歳までの子 1人

につき 5,000円を加算 

 

同 

６４，２４１千円 ２５９千円 

 

住 居 手 当 

貸家居住者  12,00 0円を超え

る家賃の額 

          (27,000円を限度 ) 

 

同 

２０，７０８千円 ２９２千円 

 

通 勤 手 当 

交通機関利用者 運賃等相当額 

           (55,000円を限度 ) 

自動車等利用者  片道２ km以上

の者 

        (2,000円～ 24,500円) 

 

同 

２０ ,７９３千円 ７８千円 

（注）支給実績及び１人当たり平均支給年額は、平成２５年度の普通会計決算をもとに算出して  

います。 

 

（１０）特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在） 

区           分 給     料     月     額     等 

給    料 
市 長 

副 市 長 

        ８９４，０００   円 

        ７４２，０００   円  

 

報 酬 

議 長 

副 議 長 

議 員 

        ４８６，０００   円 

        ４１５，０００   円 

        ３７５，０００   円 

 

期 末 手 当 等 

 

市 長 

副 市 長 

（２５年度支給割合）    期末手当 

         ６月期       1.65月分 

       １２月期        1.80月分 

            計          3.45月分 

    ※   加算措置        有 

 

議 長 

副 議 長 

議 員 

（２５年度支給割合）    期末手当 

         ６月期        1.575月分 

        １２月期        1.725月分 

            計          3.30月分 

    ※   加算措置        有 

 

（１１）特別職の退職手当の状況（平成２６年４月１日現在） 

区           分 退 職 手 当 の 支 給 割 合 

市 長 

副 市 長 

在職期間１期（４年） 17,594千円（１月につき給料月額の 100分の41） 

   〃       8,904千円（    〃      100分の 25） 

 

３ 職員の勤務時間その他勤務条件及び服務の状況 

（１）一般職員の勤務時間の状況 

職員の勤務時間 １週間の正規の

勤務時間 

開始時間 終了時間 休憩時間 

３８時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １２時～１３時 

 

（２）年次休暇の取得可能日数及び取得状況（平成２５年中） 

 

年次休暇 

内   容 平均取得 

日  数 

前年平均 

取得日数 

１年に最大２０日付与 

（１年で消化できなかった場合は翌年にのみ繰越可） 
8.7 8.9 

 



（３）育児休業の取得状況（平成２５年度） 

育児休業を新たに取得した職員数と取得予定期間 

取得期間 ３カ月未満 ３～６ヵ月 ６～９ヵ月 ９ヵ月以上 合 計 

取得者数 ０ ０ ０ １０ １０ 

 

（４）介護休暇の取得状況（平成２５年度） 

介護休暇を取得した職員数と取得予定期間 

  取得職員数 １人 （Ｈ26.2.3～Ｈ26.2.24） 

 

（５）各種休暇の種類及び内容 

休暇の種類 内   容 日  数 給与支給 

ボランティア休暇 災害時に被災者を支援するなどのボランテ

ィアを行う場合の休暇 

５日以内 有給 

結婚休暇 結婚にあたっての新生活の準備を目的とし

た休暇 

５日以内 有給 

育児時間 生後１年に達しない子の授乳のための休暇 １日２回 

各３０分以内 

有給 

配偶者の出産休暇 妻の出産に伴う休暇 ２日以内 有給 

男性職員の育児参

加のための休暇 

妻が出産する場合に、その子又は小学校就

学前までの子を養育するための休暇 

５日以内 有給 

子の看護休暇 小学校就学前までの子を看護する場合の休

暇（２人以上の場合） 

５日以内 

（１０日以内） 

有給 

短期介護休暇 要介護者の介護等を行う場合の休暇 

（２人以上の場合） 

５日以内 

（１０日以内） 

有給 

祭日休暇 父母の追悼のための特別の行事を行うため

の休暇 

１日 有給 

夏季休暇 夏季における健康の維持等を目的とする休

暇 

３日以内 有給 

組合休暇 職員団体の役員が、職員団体の機関運営業

務又は活動に従事する場合の休暇 

３０日以内 無給 

産前産後休暇 出産前後の母体保護を目的とした休暇 産 前 ８ 週 (多 胎 妊

娠 の 場 合 １ ４

週)、産後８週 

有給 

介護休暇 配偶者、父母、子、配偶者の父母等の介護

を行うための休暇 

介護を必要とする

１の状態毎に６月

以内 

無給 

忌引休暇 親族の死亡に伴う休暇 ７日以内で別に定

める基準以内 

有給 

生理休暇 生理日の勤務が著しく困難な場合の休養を

目的とした休暇 

請求による ２ 日 以 内

は有給 

療養休暇 公務疾病による療養及び私疾病による療養

のための休暇 

公務疾病３年以内 

私疾病９０日以内 

有給 

育児休業 地方公務員の育児休業等に関する法律に基

づく子を養育するための休業 

３歳の誕生日に達

する日の前日まで 

無給 

その他特別休暇 天災地変その他特別の事情で勤務できない

場合の休暇 

その都度定めるも

の等 

有給 

 

 

 

 

 

 



４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２５年度） 

（１）分限処分の種類及び件数 

   分限処分とは、勤務成績が良くない場合、心身の故障のために職務の遂行に支障がある場

合や長期休養を要する場合など、公務能率を維持するために問題が生じた時に、任命権者の

権限で、降任、免職、休職、降給させることができるものです。 

 

   処分件数   休職処分  ３件（心身の故障による。） 

          降任    １件（勤務成績不良による。） 

 

（２）懲戒処分の種類及び件数 

   懲戒処分とは、法律又は条例、規則に違反した場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠

った場合、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合、免職、停職、減給、戒告

となるものです。 

 

種 類 戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

処分件数 ０ １ ０ ０ １ 

 

 

５ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成２５年度） 

（１）職員研修  

研修の種類 内  容 研修受講人数 

派遣研修 市町村職員中央研修所等において開

催される研修 

延２５０名 

庁内研修 庁内講師及び派遣講師による研修 延１，０２０名 

自主研修 職員の自主的な参加に基づく研修及

び報告会等 

延１１４名 

 

（２）勤務評定の目的 

   勤務成績の評定は、人事管理上必要な職員に関する基礎資料を得て、客観的かつ公正に職

員の勤務実績を測定し、評定することで、情実を排除した公正な人事行政の運営と、職員の

執務能力の発揮及び増進を図ることを目的として実施しています。 

 

（３）勤務評定の実施状況 

  ア 対 象 者 部長以下の全職員 

  イ 評 定 者 原則として直近の上司２名 

  ウ 基 準 日 各年６月１日及び１２月１日 

  エ 評定期間 １２月２日～６月１日（基準日６月１日） 

６月２日～１２月１日（基準日１２月１日） 

 

６ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

区  分 実 施 主 体 内   容 

共済制度 兵庫県市町村職員共済組合 短期給付、長期給付等（民間でいう社会保険、

厚生年金）に関する事業を行っています。 公立学校共済組合兵庫支部 

赤穂市職員互助会 職員の相互共済及び福利増進のための事業、各

種給付事業、貸付事業等を行っています。 

公務災害補償 地方公務員災害補償基金 公務員が、公務上受けた労働災害（公務災害）

について、地方公務員災害補償法に基く補償を

行います。 

 

 

７ 勤務条件に関する措置の要求の状況   

   措置要求件数   ０件 

 



８ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

   不服申立て件数  ０件 

 

９ 内部通報に関する状況 

   内部通報件数   ０件 

 

 


